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１． 研究課題

首都圏は今後数十年の間に巨大地震に遭遇すると予測されており、首都圏を中心としたレジリエ

ンスの向上は喫緊の課題となっている。

東京都市圏の迅速な災害復旧・復興にあたっては、重要施設や密集市街地の住宅群を対象に、巨

大地震下における速やかな被害推定（地震による損傷レベル・危険度の同定）や機能継続可否・機

能損失度・崩壊余裕度判定（事業継続や災害対策拠点利用の可否判断）を可能とする技術が求めら

れる。現代のセンシング技術を採り入れた構造ヘルスモニタリング・スキームの確立に向けて、「デ

ータ収集・整備と被害推定システム構築のためのデータ管理・利活用検討」を実施する。

２． 主な研究成果

2017 年度は、以下の①～④のテーマを中心に研究を実施した。

① これまで防災科学技術研究所兵庫耐震工学研究センターの大型震動台（Ｅ－ディフェンス）

において行われてきた実験結果を再処理し、種々のセンサ記録の再検証や安全性評価・崩壊

余裕度評価に有効なデータ処理方法を検討する。

② 大都市圏の多くの高層建物にセンサが配置されたときの効率的な広域危険度判定のスキーム

を検証する。

③ 2018 年度以降に実施されるＥ－ディフェンス振動台実験に向けて、適切なセンシングデータ

収集システムの検討、実験に適用するセンサの選定・購入・性能把握試験を行う。

④ 既設の地盤－建物系の計測データを利用して、地震応答評価精度の向上に向けた取り組みを

進める。

順に、その成果を述べる。

＜① Ｅ－ディフェンス実験データの整理・検証＞

2005～2018 年に実施されたＥ－ディフェンス加振実験 52 件の公開データの整理を行った。52

件のうち建物系の実験 28 件について、構造種別・階数・非構造部材の有無・試験体最終状態を確認し、

全階に加速度センサ・変位センサが設置されていて、計測条件が確実に把握できる 13 試験体（S

造 4、RC 造 5、木造系 4）の実験データを抽出し、健全性評価の検証に向けたデータの分析を行っ

た。

安全度・崩壊余裕度に相関が深いのは、層間変位データである。理想は層間変位の直接計測であ

るが、現状のモニタリング実装では加速度センサがもっとも普及していること、限定層へのセンサ



設置が現実的であることを念頭において、(i) 限定層のデータからの全層加速度応答の推定、(ii) 積

分計算による層間変位算出、という手順を想定して、限定層の加速度データからの全層層間変位デ

ータへの変換手法を検証した。

対象を鉄骨造に限定すれば、簡易なモデルによっても、層間変位データをもとに（直接計測ある

いは加速度データからの算出による）損傷梁位置の推定が可能であることを、鉄骨 18 層建物 1/3

モデルの付加計測による層間変位データを用いて検証した。

＜② 地震直後の広域的な危険度判定＞

首都圏の多くの建物最上階への加速度センサ設置を前提とした、地震直後の広域的な危険度判定

スキームを提案した。データが自動的に収集されるシステムがあれば、特別な計算を経ずに、固有

周期（あるいは建物高さ情報から算出）と加速度応答最大値の組合せをプロットするだけで、地域

別の（たとえば、23 区ごとの）簡易的な「加速度応答スペクトル」評価およびそれに基づいた応

急的な広域危険度判定が可能となることを提示した。

＜③ センシングシステムの検討・選定・購入・性能把握＞

2018 年度以降予定されているＥ－ディフェンス実験に設置するセンシングシステムを検討し、

センサの選定・購入・性能把握試験を行った。今後のモニタリング普及のカギとなる無線センサの

設置も積極的に検討した。センサの性能把握を目的として、清水建設技術研究所の大型振動台上に

「せん断型建物模型」を置き、購入したセンサ、購入予定のセンサを設置して加振実験を行った。

サーボ型加速度センサによる計測結果を基準として比較した結果、同等の性能が期待できることを

確認した。無線センサについては、相互の時刻同期性能に関する検証も行っている。Fig. 1 は振動

台実験の様子（2017 年 12 月）である。

また、早稲田大学で開発済みの層間変位センサの改良を試みてい

る。センサ設置位置の相対傾斜角も同時に計測可能とするセンサを

大学内で試作した。設置位置の傾斜角データが得られると、より精

度よく層間変位を計測できる。この試作品の性能検証を継続して行

い、必要な改良を加える。

＜④ 地盤－建物系の地震観測記録の収集・整備と地震応答解析＞

以前より、地盤と建物の観測記録を継続的に収集している三建物

（自由学園、成蹊学園、豊洲小学校）の地震計データを利用して、

解析技術の向上を目的に、地盤－建物連成系のモデル化を行った。

2017 年度に計測されたデータをもとに、地盤―建物系の伝達関数を

Fig. 1 センサ性能検証振動台実験（写真提供：清水建設）

Fig. 2 建物－地盤連成系
解析モデル



求め、上部構造を多質点曲げせん断棒、基礎・地盤をスウェイロッキング（Sway-Rocking）ばねに

よって表した解析モデル（Fig. 2）を構築した。構築したモデルによる計算結果と実計測記録との比

較を行った。

以上に加え、熊本地震の設備被害をもとに、これまでほとんど検討がなされていなかった地震

発生時の設備被害確率予測モデルを構築した。
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４． 研究業績

4.1 学術論文

小寺健三、西谷章、沖原有里奈、限られた層の加速度記録のみに基づく 3 次元スプライン補間によ

る建物全層の応答推定、日本建築学会構造系論文集 No.746 (2018).

4.2 総説・著書
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4.4 受賞・表彰
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4.5 学会および社会的活動

防災科学技術研究所・首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト、サブプログラム

（c）研究統括

日本学術振興会産学協力委員会「制震（振）構造技術第 157 委員会」委員長

５． 研究活動の課題と展望

本年度の成果は、2018 年度から行われる E－ディフェンス実験におけるセンシングシステムの設

置、計測されたデータの危険度判定、余裕度判定に向けて有効活用される。研究のメインとも言え

る E－ディフェンス実験に向けて、引き続き研究を継続していく。


